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教育研修のためのモデル拠点形成」プロジェクト(平成 20~24 年度)に携わってきた。 rFD
の法制的義務化J(平成 20年度)という新たな事態に直面して、大学側は、おうおうにして、
たんなる作文や全学一斉の授業評価、授業公開の義務づけといったステレオタイプな対応で事
態をしのごうとしがちである。結果として、 FDの儀礼化・形式化、無意味な負荷による FD
への忌避感・疲弊感が生じかねない。ここでほんとうに求められているのは、 FDの法制的義
務化に込められている社会的期待に対して、個別大学が、「啓蒙的・操作的な FDJではなく、
それぞれの築いてきた日常的な教育改善の文脈に即して主体的に応答する「相互研修型 FDJ
を遂行し、このような個別大学の主体的努力を集結して、高等教育機関全体が社会的応答責任
を果たすことである。このためには、単独では弱体な個別大学の力を結集して全体が総掛かり
でこの新たな事態に向かうことができるような、強固な相互研修型FDの地域連携の形成が、
強く求められる。最後に、ここまで述べてきたセンターが歩んできた道筋そのものが、我が国
のFDの現状において、貴重なモデルケースを提供しているものと自負している。
6.ネットワーク構築の実質化
FDに関する大学問ネットワークの必要性については、本概算要求プロジェクトが採択され
る前年に文科省で開催された研究会で、田中が強く強調したところである。この時点ではすで
にFDの法制的義務化がはっきりと日程に上っていたが、田中はこの研究会で、法制的義務化
が必要であることは認められるにしても、これが何の制度的な支えもなくただ実施されれば、
ほとんど対応しえない高等教育機闘が膨大な数に上る懸念があることを強く強調した。産業の
高度化と急速な少子化に挟撃され、高等教育のユニバーサル方グローパル化に対応せざるをえ
ない状況に直面して、多くの高等教育機関は過酷な困難に直面させられている。困難は、 FD
の法制的義務化によって倍加される。この過酷な状況に直面するためには、各高等教育機関は、
「競争」をひとまずはおいて「協働」と「連携」をはからなければならない。これは、先の中
教審の「学士課程の構築」答申の主張と一致する。 FDの法制的義務化に向かうために、各高
等教育機関は様々なレベルで協働し連携するネットワークを形成し、可能な限りの業務の合理
化、効率化に努めなければならないのである。
センターは、この協働を先取りする仕方で、関西地区FD連絡協議会の設立などを試みてき
た。本概算要求プロジェクトの採択は、センターのこのような試みへの本省のパックアップで
あると考えている。
実際に、昨年度から全国で、 GPや概算要求という形で、 FDネットワーク構築が支えられて
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きている。私たちのプロジェクトはその例の一つである。このさまざまなネットワークを孤立
させることなく互いに連携させること、つまり「ネットワークのネットワーク化」それ自体が
今後の大きな課題である。私たちはこの 1年で、「ネットワークのネットワーク化』を含むプ
ロジェクトの全体的輪郭を描くことができた。このようにして作られた「仏」に『魂」を入れ
ることが、まさに今後の課題である。この場合、『魂を入れること」とは、相互研修型FDの理
念に従って、ネットワークの構築を大学の教員集団の日常的教育改善の努力としっかりと結合
させることに他ならない。
(田中毎実)
